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★ 景気の現状､回復予測…「かなり悪化」が６１ %でトップ  
                       次いで「やや悪化」が３２ % 

景気回復の時期 は、「 2011 年以降」が ３２％とトップ 、次 いで ｢2010 年から ｣

が２９％そして 「わ からない」３１ ％  
 

★ 産業別予測…「製造業」「 運輸・通 信 業」「卸売 ・小売業 」 ｢飲食業｣  
       「金融・保険業」「ｻｰﾋﾞｽ業」…｢やや悪化｣  

「建設業」… ｢かな り悪化 ｣~全ての業種 を悪化と予測 ~ 
 
★円・株相場は「やや高」、金利相場「やや安」を予測  
  
★経営上の問題点は「営業利益の低下」が６１％でトップ  
  
★「収益」と「人材育成」を重視、「新分野への進出」には慎重姿勢  
  
★ 原油価格について…「現状と変わらない」が３９％でトップ、次いで  

         「やや下落傾向に進む」３１％  
 
★ 為替レート並びに株価下落による影響  

円高について…「影響はない」３８％「今後影響が出る」３１％  
  株安について…「今後影響が出る」３４％「影響はない」２８％  

ＫＥＹ ＷＯＲＤ 

＜本 調 査 のお問 い合 わせ＞ 

熊 本 商 工 会 議 所  商 工 振 興 部  情 報 調 査 課  

ＴＥＬ３５４－６６８８ ＦＡＸ３２６－８３４３ 

２２２００００００９９９年年年経経経済済済予予予測測測アアアンンンケケケーーートトト 
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調 査 概 要  

 

 
 

１．調 査 期 間      平 成 ２０年 １２月 １日 （月 ）～１２月 ５日 （金 ） 

 

２．対 象 者       熊 本 商 工 会 議 所  役 員 並 びに議 員  

 

３．配 布 数       １０２名 （１０２企 業 ） 

 

４．調 査 方 法      調 査 用 紙 配 布 ：郵 送   調 査 票 回 収 ：郵 送 またはＦＡＸ 

 

５．回 答 者 数  ８４名 （有 効 回 答 率 ８２．３％） 

 

６．調 査 機 関      熊 本 商 工 会 議 所  

 

 

※グラフ内 （   ）は、前 年 数 値 です。 

 

 

 

 

 

 

 



2009年　景気の現状

かなり好転
0.0% やや好転

0.0%

変わらない
4.8%

やや悪化
32.1%

かなり悪化
61.9%

わからない
1.2%

その他
0.0%

既に回復している
0.0%

その他
1.2%

２００９年上期から
回復
1.2%

２００９年下期から
回復
4.8%

わからない
31.0%

２０１１年以降
32.1%

２０１０年から回復
29.8%

2009年　景気の回復時期

「かなり悪化」６１．９％、「やや悪化」３２．１％

　 景気の現状（２００８年１１月下旬）について、「かなり悪化」が６１．９％（対前年比５５．７ポイント増）
でトップ、次いで「やや悪化」が３２．１％（対前年比２．５ポイント増）、そして「変わらない」が４．８％と
なった。
  「かなり悪化」と「やや悪化」を合わせると９４％（対前年比５８．２ポイント増）となり、ほとんどの企業が
「悪化」という厳しい現況を示す結果となった。

「2011年以降」が３２．１％でトップ、次いで「2010年から回復」２９．８％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　そして「わからない」も３１．０％

　景気の回復時期については、「２０１１年以降」が３２．１％、次いで「２０１０年から回復」が２９．８％、
「２００９年内」については上期１．２％と下期４．８％を合わせた６％に止まり、回復までは1年または２年
以上かかるとの見方が過半数を占める結果となった。



製　造　業

産　　業　　別

建　　　設　　　業

２００９年　産業別動向

かなり好転
0.0%(0.0%)

やや好転
0.0%(8.6%)

変わらない
2.4%(13.6%)

やや悪化
21.4%(37.0%)

かなり悪化
69.0%(18.5%)

わからない
7.2%(22.2%)

かなり好転
0.0%(1.2%)

やや好転
0.0%(32.1%)

変わらない
6.0%(32.1%)

やや悪化
45.2%(14.8%)

かなり悪化
40.5%(0.0%)

わからない
8.3%(19.8%)

※グラフ内の（　　　　）については、前年数値です。



２００９年　産業別動向
※グラフ内の（　　　　）については、前年数値です。

卸売・小売

運輸・通信業

かなり好転
0.0%(0.0%) やや好転

1.2%(11.1%)

変わらない
14.3%(25.9%)

やや悪化
51.2%(38.3%)

かなり悪化
25.0%(4.9%)

わからない
8.3%(19.8%)

かなり好転
0.0%(0.0%) やや好転

0.0%(3.7%)

変わらない
8.3%(34.6%)

やや悪化
57.1%(40.7%)

かなり悪化
28.6%(3.7%)

わからない
6.0%(17.3%)



２００９年　産業別動向
※グラフ内の（　　　　）については、前年数値です。

飲食業

金融・保険業

かなり好転
0.0%(0.0%) やや好転

1.2%(16.0%)

変わらない
13.1%(42.0%)

やや悪化
41.7%(12.3%)

かなり悪化
36.9%(2.5%)

わからない
7.1%(27.2%)

かなり好転
0.0%(0.0%)

やや好転
1.2%(11.1%)

変わらない
9.5%(40.7%)

やや悪化
56.0%(27.2%)

かなり悪化
27.4%(1.2%)

わからない
6.0%(19.8%)



２００９年　産業別動向
※グラフ内の（　　　　）については、前年数値です。

サ　ー　ビ　ス　業

かなり好転
0.0%(0.0%) やや好転

3.6%(13.6%)

変わらない
15.5%(42.0%)

やや悪化
47.6%(22.2%)

かなり悪化
25.0%(1.2%)

わからない
8.3%(21.0%)



その他
0.0%(0.0%)

かなり円安傾向が進
む

1.2%(2.5%)

わからない
11.9%(14.8%)

かなり円高傾向に進
む

13.1%(3.7%)

やや円高傾向に進む
35.7%(44.4%)

ほとんど変化はない
10.7%(11.1%)

やや円安が進む
27.4%(23.5%)

円市場予測

　「やや円高」が３５．７％、「やや円安」は２７．４％

　円市場の推移予測は、「やや円高」が３５．７％（対前年比８．７ポイント減）、次いで「やや円安」が２７．
４％（対前年比３．９ポイント増）で、「かなり円高」と「やや円高」を合わせると４８．８％と約半数を占め、し
ばらくは円高の傾向が続くと予測される結果となった。



わからない
13.1%(11.1%)

かなり株高傾向に進む
1.2%(4.9%)

やや株高傾向に進む
40.5%(30.9%)

ほとんど変化はない
11.9%(16.0%)

やや株安傾向が進む
25.0%(33.3%)

その他
0.0%(0.0%) かなり株安傾向が進

む
8.3%(3.7%)

株式市場予測

　「やや株高」が４０．５％、「やや株安」は２５．０％

　株式市場の推移予測は、「やや株高」が４０．５％（対前年比９．６ポイント増）、次いで「やや株安」が
２５．０％（対前年比８．３ポイント減）、「変化なし」は１１．９％となった。「やや株高」と「かなり株高」を合
わせると４１．７％（対前年比５．９ポイント増）と大方の見方としては、株高の傾向に進むとの予想であ
るが、「やや株安」と「かなり株安」を合わせると３３．３％となり、両極化の一面も見られる結果となっ

た。



その他
0.0%(0.0%)わからない

7.1%(6.2%)

かなり高金利
0.0%(1.2%)

かなり低金利
2.4%(0.0%)

やや高金利
6.0%(54.3%)

変化なし
35.7%(30.9%)

やや低金利
48.8%(7.4%)

　金利予測

　「やや低金利」４８．８％、「変化なし」３５．７％

　金利の推移予測では、「やや低金利」が４８．８％（対前年比４１．４ポイント増）のトップで、「か
なり低金利」と合わせると５１．２％となり過半数を占め、「低金利」を予測する結果となった。次
いで｢変化なし｣が３５．９％（対前年比５ポイント増）、「やや高金利」は対前年比４８．３ポイント

大幅減の、わずか６．０％に止まった。



8.3%(7.4%)

8.3% (6.2%)

10.7%(6.2%)

13.1%(19.8%)

17.9%(23.5%)

32.1%(18.5%)

41.7%(32.1%)

56.0%(53.1%)

61.9%(46.9%)

0 10 20 30 40 50 60 70

営業利益の低下

受注、販売競争の激化

生産、売上高の停滞

民間需要の停滞

経費の増加

販売価格への転嫁難

ニーズ変化への対応難

資金借入難

取引条件の悪化

経営上の問題点

（複数回答）

トップは「利益の低下」、次いで「販売競争の激化」、「売上高停滞」

　経営上の問題点としては、「営業利益の低下」６１．９％（対前年比１５．０ポイント増）、「受注・販売競争の激
化」が５６．０％（対前年比２．９ポイント増）、「売上高停滞」４１．７％(対前年比９．６ポイント増)となり、仕入コスト
の高止まり等、採算の悪化が窺える結果となった。また「民間需要の停滞」が３２．１％と前年と比べると１３．６ポ
イント増え、先行き不安による消費意欲の低迷等の影響が見られる結果となった。



＜Ｒａｄａｒ　Ｃｈａｒｔ＞

1.39

1.86

0.25

1.371.68

1.18

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00
売上高(完工高､取扱高)

収益

新分野への進出

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・販路開拓

人材育成

情報化の推進

経営の重視度

※　「かなり重視」をプラス２、「やや重視」をプラス１、「重視しない」をマイナス１としてトータルポイント
を算出し、総回答から「わからない」と回答した人数を引いた数で割ったもの

「収益」と「人材育成」重視の傾向が続く～「新分野進出」には慎重姿勢～

　上のレーダーチャートは、「重視度」をポイント換算し作成したもの。
（※）それによると、２００９年における経営の重視度は、「収益」「人材育成」「ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ・
販路開拓」の３つの面で重視ポイントが高く、「情報化の推進」については昨年と比べわ
ずかながらポイントを下げる結果となった。また、「新分野への進出」については、ポイン
トは低く、慎重姿勢が窺える。

　売上高については「（かなり＋やや）重視する」が９４．１％、収益では｢（かなり＋やや）
重視する｣が１００％、マーケティング・販路開拓では、「（かなり＋やや）重視する」が８８．
０％となった。「かなり重視する」の比較では、売上高の５１．２％に比して、収益は８５．
７％と当然のことながら「利益効率」を重視する傾向が窺える。
情報化の推進については、「（かなり＋やや）重視する」が８９．３％（対前年比５．７ポイン
ト減）という結果であった。



経営の重視点

＜売上高＞　　「かなり重視」５１．２％

わからない
0.0%(6.2%)

重視しない
6.0%(3.7%)

やや重視
42.9%(40.7%)

かなり重視
51.2%(49.4%)

＜収　益＞　　「かなり重視」８５．７％

わからない
0.0%(1.2%)

重視しない
0.0%(0.0%)

やや重視
14.3%(21.0%)

かなり重視
85.7%(77.8%)

※グラフ内の（　　　　）については、前年数値です。



経営の重視点

＜新分野への進出＞　「重視しない」４１．７％

かなり重視
15.5%

わからない
9.5%

重視しない
41.7% やや重視

33.3%

＜マーケティング・販路開拓＞
「かなり重視」「やや重視」４４．０％

重視しない
4.8%

わからない
7.2%

かなり重視
44.0%

やや重視
44.0%



経営の重視点

＜人材育成＞　「かなり重視」６６．７％

わからない
2.4%(2.5%)重視しない

0.0%(0.0%)

やや重視
31.0%(33.3%)

かなり重視
66.7%(64.2%)

＜情報化の推進＞　「やや重視」６３．１％

わからない
6.0%(4.9%)

重視しない
4.8%(0.0%)

やや重視
63.1%(46.9%)

かなり重視
26.2%(48.1%)

※グラフ内の（　　　　）については、前年数値です。



原油価格について

　原油価格については、「現状と変わらない」が３９．３％でトップ、次いで「やや下落傾向」
が３１．０％という予測となったが、一方「再び上昇傾向」も１４．３％となり、金融危機に伴
う先行きへの不安感が表れた結果となった。

その他
1.2%

わからない
14.3%

やや下落傾向に
進む
31.0%

現状とほとんど変
わらない

39.3%

再び上昇傾向が
進む
14.3%

「現状とほとんど変わらない」が３９．３％でトップ



為替レート並びに株価下落による影響

わからない
15.5%

影響はない
28.6%

現在影響が出
ている
21.4%

今後影響が出
てくる
34.5%

【株安について】

「影響ない」３８．１％、「今後影響が出てくる」３１．０％

　 円高の影響について、「影響なし」が３８．１％でトップ、次いで「今後影響が出てくる」が３１．０％、そ
して「現在影響が出ている」が１７．９％となった。「影響が出ている」と「今後影響が出てくる」を合わせる
と４８．９％となり、約半数の企業において、何らかの影響があるという結果となった。
  具体的な影響としては、「輸出価格の上昇」「為替変動リスクの増加」「輸入原材料価格の低下」「外国
人観光客の激減」「資金運用」「輸入商品の価格下落」といった声が聞かれた。

「今後影響が出てくる」が３４．５％とトップ、次いで「影響ない」２８．６％

　株安の影響については、「今後影響が出てくる」が３４．５％、次いで「影響はない」２８．６％、「現在影
響が出ている」が２１．４％となった。「今後影響が出てくる」と「影響が出ている」を合わせると５５．９％と
なり、過半数以上の企業において何らかの影響があるという結果となった。
　具体的な影響としては、「資金運用」「保有株式の評価損」「企業年金の運用実績低下」「総資産の減
少」「含み資産の目減りによる購買意欲の減退」といった声が聞かれた。

【円高について】

影響はない
38.1%

今後影響が
出てくる31.0%

現在影響が
出ている

17.9%

わからない
13.1%


